
法務省

国が直接実施する場合と
比較して、事業期間の１１
年間で５億円の歳出抑制
効果（ ２．１％程度の歳出
抑制）が期待。

法律図書・雑誌検索システムについて、クラウド化を行い、 「政府共通プラットフォーム」へ
統合・集約することにより、効率化・簡素化を行う。平成28年度中にシステムのリプレイスに
あわせて統合・集約を実現 。

＜公共サービスのイノベーション＞

統合・集約しなかった場
合と比較して、 ４００万円
の歳出抑制効果（３０％
程度の運用経費の抑制）
が期待。

【新たな取組の概要・ねらい】 【効果】

経済・財政再生計画を踏まえ、法務省予算にかかる以下の政策課題については、歳出抑制に資するため、平
成２８年度から新たに取り組む。

国際法務総合センター
維持管理・運営事業
におけるＰＦＩ導入

法律図書・雑誌検索
システムにおける政府共
通プラットフォーム活用

国際法務総合センターの維持管理・運営事業の一部については、 ＰＦＩ手法を活用した運営

事業の実施により、民間の知恵・資金等を有効活用し、公共サービスの効率化、質の向上

を実現するとともに歳出抑制につなげていく。平成28年度中に契約を締結し、平成29年度中

に運営開始予定。

＜公的サービスの産業化＞

≪歳出抑制効果≫


